
公益社団法人全国老人保健施設協会
「介護人材確保の現状と取組について」

公益社団法人全国老人保健施設協会 理事
人材対策委員会 委員長

光山 誠

〇日 時：令和７年６月９日(月) １２時３０分～１４時３０分
〇場 所：ＴＫＰ新橋カンファレンスセンター ホール１４Ｇ（１４階）
（東京都千代田区内幸町1-3-1 幸ビルディング）
〇会 議 名：第２回社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会
〇内容：介護人材確保等の取組に関する説明

HSKMR
スタンプ



１．介護現場の現状

• 賃上げ

• 物価高騰

• 人材流出
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緊急！「介護現場における賃上げ・物価高騰・離職等の状況調査」結果

１．調査概要（団体、期間、回答数）

（１）調査団体（10団体）
全国老人保健施設協会、全国老人福祉施設協議会、⽇本認知症グループホーム協会、
⽇本慢性期医療協会（介護医療院）、全国介護事業者連盟、高齢者住まい事業者団体連合会、
『民間事業者の質を高める』全国介護事業者協議会、⽇本在宅介護協会、全国社会福祉法人経営者協議会
⽇本福祉用具供給協会

（２）調査期間
令和７年４月９⽇～４月25⽇

（３）調査回答数
回答数 1,857件（11,203事業所分）
※事業所単位回答1,372事業所、法人単位485（事業所分9,831事業所）

回答数 割合

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 678 36.5%

介護医療院 24 1.3%

介護老人保健施設 394 21.2%

訪問介護 41 2.2%

通所介護（デイサービス） 140 7.5%

（看護）小規模多機能型居宅介護 17 0.9%

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 3 0.2%

法人単位（複数事業所） 8 0.4%

認知症対応型共同生活介護（認知症グループホーム） 143 7.7%

特定施設入居者生活介護（養護老人ホーム） 65 3.5%

特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム、ケアハウス） 28 1.5%

特定施設入居者生活介護（サ高住等） 9 0.5%

養護老人ホーム（特定以外） 58 3.1%

軽費老人ホーム、ケアハウス（特定以外） 51 2.7%

法人単位（複数事業所） 24 1.3%

174 9.4%

1,857 100.0%合計

サービス種別

介護保険施設

在宅系

居住系

その他（法人単位）
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事業収支（黒字・赤字）の状況

黒字

67.0%

赤字

33.0%

黒字

53.2%

赤字

46.8%
≪施設系≫ ≪在宅系≫

【令和6年度収支の状況】
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賃上げ
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7337

3591

5349

2581
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賃上げ うちベア分

3.03

2.15

5.10
5.37

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

令和6年度 令和7年度

介護業界賃上げ率 全産業（春闘）

2.07％
差 3.22％

差

賃上げの状況

【正社員（全体）：賃上げ額】

前年度比

72.9％

（円）

前年度比

71.9％

令和7年度

令和6年度

【賃上げ率比較】

全産業との差がさらに拡大

（※）前年度
所定内給与

賃上げ額
（平均）

賃上げ率 うちベア分（額）
賃上げ率
（ベア分）

令和6年度 242,208円 7337円 3.03％ 3591円 1.48％

令和7年度 248,935円 5349円 2.15％ 2581円 1.04％

※前年度所定内給与は、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」の訪問介護従事者と介護職員（医療・福祉施設等）の所定内給与額の加重
平均により作成



7第245回社会保障審議会介護給付費分科会資料（一部追加）

8.3万円の差

6.9万円の差

6.8万円の差
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賃上げ支援等の算定状況

人件費のみ

69.9%

両方

27.8%

環境改善費のみ

2.3%

78.1%

83.9%

68.8%

60.7%

13.4%

8.0%

24.2%

28.1%

4.8%

4.0%

3.2%

8.6%

1.7%

2.1%

0.6%

0.7%

1.6%

1.6%

1.9%

1.1%

0.5%

0.4%

1.3%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

施設系

在宅系

居住系

加算Ⅰ 加算Ⅱ 加算Ⅲ 加算Ⅳ 加算Ⅴ 算定なし

【介護人材確保・職場環境改善等事業（賃上げ支援：5.4万円）の申請状況】 【活用予定】

ほぼ全ての事業所が
（97.7％）

人件費に活用予定

【介護職員等処遇改善加算の算定状況】（令和7年3月時点）

より上位の加算算定を目指している（緩和策も実施）

79.7%

79.7%

80.7%

78.6%

14.9%

14.9%

15.5%

14.3%

5.4%

5.4%

3.9%

7.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

施設系

在宅系

居住系

申請している 申請予定 申請していない（申請予定を除く）
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物価高騰
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物価高騰の状況
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【 施設系 】 【 居住系 】 【 在宅系 】

前年度比

105.9％

前年度比

118.3％

前年度比

106.9％

前年度比

110.9％

前年度比

123.8％

前年度比

111.8％
前年度比

104.9％
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（千円） （千円）
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（参考）

出典：総務省「2020年基準 消費者物価指数」
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2020年比の伸び率は、総合+9％、光熱・水道+13％、ガソリン+30％、設備修繕・維持+20％

訪問系事業所で大打撃 建替え・大規模修繕が出来ない全ての事業所で影響大
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物価高騰（食費）の状況
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在宅サービス

介護保険施設

【給食関係費用（全体）：施設系】 【給食関係費用（全体）：在宅系】

前々年度比
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109.2％ 前々年度比

112.6％

前々年度比

111.6％

前々年度比

114.1％
前々年度比

108.0％

（千円/施設） （千円/事業所）

1094

669

1895

1172

699

2062

1263

761

2208

0

500

1000

1500

2000

2500

給食材料費 （委託有り） （委託なし）

【 給食材料費：施設系】

前々年度比
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前々年度比
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（千円/施設） 令和7年1月令和6年1月令和5年1月

給食関係費用（全体）の伸びに占める給食材料費の割合は高い【（委託なし）で約8割】
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物価高騰（食費）の状況

施設（80床）事例
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【消費者物価指数（CPI）】
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人材流出
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離職者の状況
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正社員（10年以上） 正社員（10年未満） 正社員以外（パート等）

【 介護現場（全体） 】

パート等
2487人

パート等
2142人パート等

2084人

10年未満
1362人10年未満

1167人
10年未満
1139人

325人236人224人 10年以上10年以上

正
社
員

正
社
員
以
外

前々年度比

119％

正社員（10年以上）

前々年度比145％

正社員（10年未満）

前々年度比120％
前々年度比

124％

（人）

※令和5.6年は１～12月の月平均。令和7年は1～3月の月平均

計 4,174人/月

計 3,５４５人/月
計 3,447人/月
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離職者の状況
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離職者の状況

【他業種への離職】
※医療・介護・福祉業界以外（人）

10年以上 10年以上

介
護
職
以
外

介
護
職

16人９人９人

正社員
パート等

77人

※令和5.6年は１～12月の月平均。令和7年は1～3月の月平均

正社員・パート等

前々年度比
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正社員（10年以上）

前々年度比172％

正社員（10年未満）
パート等

前々年度比145％
前々年度比

148％

正社員
パート等

46人

正社員
パート等

53人
正社員
パート等

123人

正社員
パート等

89人

正社員
パート等

85人
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○人材対策委員会：

・平成19年度～平成23年度 国庫補助金、委託事業等、調査研究事業班設置

・平成24年度～管理運営委員会人材問題対策部会設置

・平成26年度～人材対策特別委員会設置

・平成28年度～人材対策委員会

〇国や人材に関連する団体が開催する会議等への参画

〇人材マネジメント塾：平成27年度より開催 主なテーマ「外国人介護人材」「働き方改革」

「生産性向上」「人材対策」等

〇調査：令和2年度、3年度、6年度に実施「外国人介護職の人材に関する調査」「有料職業紹介事業者」

「採用ルートに関する調査」

〇介護助手促進：令和5年度導入・業務内容の解説動画およびチラシ作成

〇老健施設職員のためのこころの相談事業（メンタルヘルス相談窓口）：令和2年度～現在まで実施

〇「医療・介護・保育分野における適正な有料職業紹介事業者の認定制度」：令和2年度～現在まで参画

〇技能五輪対応：令和6年度介護競技への協力団体となる。人材対策委員会に技能五輪検討班を設置。

〇「求人情報サイト」の運営：会員施設が無料で求人活動可能

〇「外国人介護福祉士育成プロジェクトガイドライン」：平成30年度に作成・公開

〇要望活動：令和元年度に介護福祉士資格の国家試験合格義務化経過措置延長に関する要望活動

19



介護助手の導入・業務内容 解説動画およびチラシ https://www.roken.or.jp/archives/33108

【事業所向け】

「介護助手を導入してみませんか？」編

【シニア勧誘向け】

「介護助手になってみませんか？」編

動画（約13分）

チラシ チラシ

動画（約10分）
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３．調査結果

• 外国人介護職の人材に関する調査

• 採用ルートに関する調査

• 東京経済大学 原口 恭彦教授、福岡大学 大上 麻海講師による分析
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全老健加入施設 約3,600施設が対象 559施設（約15.5％）が回答

2024年度調査の結果概要（外国人材調査） 1

現在の外国人材のポジション

入職1年後に求める日本語レベル 想定する将来のポジション 求める在職期間

現在の外国人材の日本語能力

1位 N3（40％）
2位 N2（29％）
3位 N4（23％）

人材単位の回答
N=855

現在の外国人材の在職期間

1位 一般職員（92％）
2位 事務長クラス（6％）

3位 チーム・部門リーダー（2％）
人材単位の回答

N=868

平均値 2年2ヶ月
中央値 1年6ヶ月

人材単位の回答
N=802

N1以上

5%

N1

15%

N2

46%

N3

29%

N4

4%

N5

1%

事業所単位の回答
N=555

一般職員

70%

チーム・部門リーダー

29%

事務長クラス

0%
その他

1%

人材単位の回答
N=859

10年以上

36%

5-10年

36%

3-5年

25%

1-3年

3%

事業所単位の回答
N=552
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生活関連支援, 

37.6%

職務関連支援, 

31.9%

補助金や助成金

の案内, 17.6%
指導者の派遣, 

6.6%

交流会等, 

5.5%

その他, 

0.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

2024年度調査の結果概要（外国人材調査） 2

外部実施の
支援・育成策で

今後活用したいもの
（複数回答可）

実施している
支援・育成策
（複数回答可）

職務関連支援…日本語教育，資格取得講座
生活関連支援…家賃補助，生活環境整備，行政手続き代行，通院付添い，各種サービス契約補助

事業所単位の回答，N=697

全老健加入施設 約3,600施設が対象 559施設（約15.5％）が回答

人材単位の回答， N=1051

生活関連支援, 

50.0%

職務遂行関連支援, 

23.9%

日本人指導者配置, 

17.4%

交流会等, 

7.1%

その他, 

1.6%
0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
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2024年度調査 参考資料（外国人材調査） 1

受入れの有無 今後の受入れ予定 どのような制度が整えば受入れるか

1位 ベトナム（26％）
2位 インドネシア（20％）
3位 ミャンマー（20％）
4位 フィリピン（13％）

女性 82％
男性 18％

現在受入れている
外国人材の出身国 性別年齢

受け入れ準備中

15%

受け入れを検討

中

30%

受け入れる予定

はない

55%

N=311

受入れなし

56%

受入れあり

44%

N=559

補助金・助成金

の充実

35%

生活環境の

整備

34%

アフターサポート

29%

その他

2%

複数回答可
N=115

1位 18～25歳（42％）
2位 26～30歳（35％）
3位 31～35歳（13％）
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2024年度調査 参考資料（外国人材調査） 2

翻訳アプリの
使用

ICT機器を用いた
記録作業の使用

インカム等の
ICT機器の使用

33.2%

14.2%
16.8%16.4%

19.5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

外国人材全員が操作できる

多くの外国人材が操作できる

半分程度の外国人材が操作できる

操作できる外国人材は少ない

操作できる外国人材はいない

18.6%

21.9%22.3%

18.2%19.0%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

外国人材全員が操作できる

多くの外国人材が操作できる

半分程度の外国人材が操作できる

操作できる外国人材は少ない

操作できる外国人材はいない

18.7%

41.1%

18.7%
19.9%

1.6%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

よく活用している

活用している

どちらともいえない

活用していない

全くしていない

N=242 N=246 N=226
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2024年度調査の結果概要
（日本人介護人材の採用ルート調査）

1年間に利用した採用サービス（複数回答可） 本来希望したサービス

本来は
ハローワークを
希望していた
が第1位

245 163 135

5

0 100 200 300 400 500 600

ハローワーク

有料職業紹介

ネット求人

短期・臨時職員採用支援サイト

N=548

サービスの選択理由 第1位
希望した採用ルート
で採用できなかった

（27.0%）

第2位
希望した採用ルート
で採用できなかった

（16.5%）

※第1位は「利用料が安価（18.3%）」

※有料職業紹介，ネット求人ともに
有効回答の90％以上

全老健加入施設 約3,600施設が対象 295施設（約8.2％）が回答
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４．全老健の意見・要望

• 質の高い人材の育成

• 多様な人材の確保

• 生産性向上の推進

• 更なる処遇改善の向上
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質の高い人材の育成
• 老健は有資格者を中心とした多職種連携を旨とした施設であり、国籍を問わ
ず介護福祉士が介護職員の前提であると考える。

• 従って、無資格者が資格取得を目指すことに対しての更なる支援をお願いし
たい！

• 特に外国人の介護福祉士国家試験の受験希望者に関しては、養成校ルート、
実務ルートに限らず、格別の配慮を願いたい！

• 養成校ルートについては、経過措置を終了するのは時期尚早と考える。現在
の状況で終了すると養成校の廃業に歯止めがかからず、日本人はもとより留
学生の減少が見込まれる。教育の質の向上、外国人の介護福祉士国家試験合
格率を日本人並みに上げる対策を講じることを条件に、経過措置の延長を求
める！

• 実務ルートについては、就労しながら国家試験合格を目指すための十分な施
策を願いたい。特に養成校が減少している地方の対策の充実を願いたい！そ
のためには今回導入されるパート合格の仕組みは効果的であり、受験に対す
るモチベーションを高め、受験者の裾野を広げることが期待できる。パート
合格の周知徹底、その効果的な活用について議論を願いたい！

28



多様な人材の確保
• データによるとハローワークによる採用が常に最上位であるが、現場の肌感
覚では残念ながら効果的な採用に繋がっていない意見が圧倒的に高く、有料
職業紹介に頼らざるを得ない現状があるが手数料が高額との意見が相当高く、
更なるハローワークの機能の強化を目指して欲しい。

• 介護現場における周辺業務を介護助手が担うことにより、介護職員が本来業
務である利用者への身体介護の時間を増やすことにつながり、質の高いサー
ビスを提供できるようになる。

• 介護現場における周辺業務は、元気高齢者が日常生活で行っている生活その
ものであるので、元気高齢者に介護助手になって頂くハードルは低いと思わ
れる。地域の元気高齢者への周知がポイントである。

• 介護助手の導入にあたっては、導入したことによる報酬上の評価等があれば、
さらに導入促進につながるので、何らかの評価をお願いしたい。

• スポットワーク、週休3日などの新たな採用ルートに対して柔軟な対応を願
いたい。
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生産性向上の推進

• 介護現場におけるタスクシフト（いわゆる介護助手の導入）が
不可欠である。そのタスクシフト（いわゆる介護助手の導入）と
ICT機器の導入が合わさることにより、介護現場における生産性
の向上が推進される！

• 本格的なICT機器の導入には非常に高額な導入費用がかかる。
介護DXを進めるうえでその充分な支援（財源）が必要である。

• そこで、地域医療介護総合確保基金の補助率を全国一律に4/5に
願いたい！
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更なる処遇改善の向上

• 他産業への人材流出を止めるために賃金格差の縮小を願いたい！

• 介護現場で働く全職種が全産業並みの賃上げができるよう、財源
の確保を願いたい！

• そのためには更なる処遇改善はもとより、基本報酬のアップを願
いたい！

31


